
連載第 103 回  横浜市会議員 たけのうち猛  

　１月29日に横浜市令和６年度予算概要を発表。子育て世代
の支援、教育環境、高齢・障害者施策の充実など、公明党の
主張が多数反映されたものとなりました。今議会において集
中的な審議を行い、早期実施を目指します。

● 出産育児一時金の独自加算を実現 
　出産費用を50万円＋最大９万円まで補助

● 児童手当の拡充 
　所得制限を撤廃、高３まで対象拡大、多子世帯へ増額
● キッズクラブ・学童で、夏休みの昼食提供をモデル実施
● 小学校始業前の学校での預りをモデル実施
● 中学校における教室外登校受入れ事業を拡充 55→80 校へ
● 介護職員・保育士等の処遇等をさらに改善 など

横浜市 
令和６年度 予算概要を発表

　本年１月１日に発生した能登半島における
大規模な地震・余震により甚大な被害が発生。
横浜市では翌２日に「被災地支援チーム」を
発足し、３日には応急給水、航空消防隊を派遣、
救援物資の提供のほか、救護班、保健師、被
災自治体業務支援のための職員を派遣するな
ど、全市を挙げた支援を行っています。

 公明党市議団より市
長へ、被災地支援の
さらなる強化を要請

（１月５日）▶

◀ 街頭での
　 緊急募金活動を実施
（1月 ８日・横浜駅、
　　13日・金沢文庫駅、
　　28日・上大岡駅など)


